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1.研 究 目的

近年、我国においても起業家やベンチャー企業の育成方法が産 ・官 ・学の世界での喫緊の課

題として再び議論され始めている。従来のいわゆる 「ベンチャー ・ブーム」の時とは異なり、

政策的対応 も整備が図 られっっある。その中で も、1963年 に制定された 「中小企業基本法」が

抜本的に見なおされ、1999年12月 から施行 されたことは特筆すべきことである。いうまでもな

く、中小企業基本法は中小企業政策の基本理念や基本方針を定めたものであり、中小企業政策

の中心体系をなす ものである。その体系の転換内容を、要約 して言えば、弱者 としての画一的

中小企業像を視座とした 「格差是正」的な政策から、中小企業は日本経済の牽引力であると位

置づけ 「多様で活力ある独立 した中小企業の育成発展」へと方向転換を図るものである。

このような背景 もあり、ベ ンチャー企業の成長や育成方法に焦点を当てた研究 も、従来にも

増 して数多 く輩出され、優れた業績 も多 くなってきている。

しかし、本研究では、ベンチャー企業 に特定せず、いわゆる一般の中小 ・零細企業の企業成

長の問題を取 り扱 うことにする。それは、理論面に限 らず、政策面において も、依然その重要

性は低下 していないと考えるからである。それは、ベンチャー企業と経済発展の関連やマネジ

メント手法の事例によく取 り上げられる米国の事情においても、以下のように指摘されている。

「米国の雇用者を抱える中小企業の年間開業数は1996年 で84万 社、ここ数年80万 社 を超える現

状か らみると、上記で推定 したベンチャー企業数はそのうちの1%～2%を 占めるにすぎない。

したがって米国で も、開業 している中小企業の大半は、家業的な色彩を強く持 った普通の中小

企業といってよいだろう」と.z)。また本研究では、企業のスター トアップ期から成長の初期段

階までの成長過程に焦点を当て、戦略、組織、技術といったマネジメントの変革をより動態的

に考察 してみたいと考えている。従前の研究で多 くみ られた静態的研究では明らかにすること

が困難であった成長 プロセスを考察 した上で、最後に理論的 ・実践的意義を提起する。とりわ

け、「不均衡」な成長局面の有無がその大 きな焦点となる。
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H.研 究概要

1.文 献 研 究

企 業 成 長 に関 す る文 献 の レ ビュ ー を行 う。 中 小 企 業 の成 長 論 に関 す る研 究 は、 今 ま で 多 くの

研 究 が蓄 積 され て きて い る。 ペ ンロ ー ズ(1959)や グ レイ ナ ー(1972)の 研 究 な どが古 典 的 な

研 究 と して よ く紹 介 され て い る。 他 方 、 我 が国 に お い て は、 例 え ば、 「中 堅 企 業 」 と い う用 語

を創 った 中村(1964,1990)を 始 め、 古 川(1973)、 清 水(1986)、 岩 田(1988)、 清 成(1993,

1996)、 中 沢(1998)ら の優 れ た研 究 成 果 が あ る。 ま た、 ベ ンチ ャー企 業 に 焦 点 を 当 て た 研 究

を 見 る と、 最近 とみ に経 営学 の視 点 か らア プ ロー チ した 研 究成 果 が 増 加 して きて い る こ と も特

徴 的 で あ る。 これ らの 分 野 の 研究 も含 め る と、 例 え ば 、百 瀬(1985)、 柳 ・山本(1996)、 松 田

(1994)、 金 原(1996)、 大 滝(1997)、 高 嶋(1997)、 後 藤 ・西 村 ・植 藤 ・狩 俣(1999)ら の 優

れ た研 究 成 果 が あ る。 さ らに、 中 小 企業 白書 で も創 業 や 企 業 成 長 の 問 題 に注力 され始 めて お り、

「平 成11年 版 中小 企 業 白書 」(1999)で は、 成 長 プ ロセ ス に焦 点 を当 て た分 析 の重 要 性 を指 摘 す

る と共 に、 企 業 の 創 業 ・成 長 の 動 態 の 分 析 が 行 わ れ て い る。

これ らの研 究 成 果 を詳 細 に紹 介 す る余 裕 は な いが 、 企 業 成 長 に関 す る テ ーマ を扱 った研 究 は、

シ ュ ンペ ー タ(J.A.Schumpeter)や ドラ ッカ ー(P.F.Drucker)な ど が指 摘 す る企(起)業

家(entrepreneur)の 必 要 性 と役 割 、 そ して 企 業 家 精 神 の重 要 性 を指 摘 さ れ る こと が多 い。 そ

の よ うな特 徴 は あ る もの の、 これ らの研 究 を あ えて 分 類 す る と 「静 態 的 な分 析 結 果 を 強調 す る

もの」 と 「動 態 的 な分 析 結 果 を強 調 す る もの」 とに分 か れ る。 さ らに、 後 者 は、 成 長 の 不均 衡

を積 極 的 に評 価 す る もの とそ うで な い もの に分 類 さ れ る。 成 長 に お け る不均 衡 の必 要 性 を 強調

す る もの と して は、 清 水(1986)、 大 滝(1997)、 中沢(1998)な どの 研 究 が 挙 げ られ る。 例 え

ば 、 清 水(1986)は 、 「企 業 が 成 長 し続 け る に は、 均 衡 と不 均 衡 と を交 互 に 繰 り返 さ な け れ ば

な らな い。 そ の た め に は、 均 衡 時 に 自 らあ え て 不均 衡 を もた らす 経 営 の 動 態 化 の 面 に力 を 入 れ

る必 要 が あ る」 と指 摘 す る。 先 ず は企 業成 長 の マ ネ ジ メ ン トを 検 討 す る ため に、 ケ ー ス分 析 を

試 み る。

2.ケ ース研究

動態的研究の手法を採用する主要な目的は、静態的研究では看過されがちな時間的変化や他

のコンテクス トとの関連性を吟味 しなが ら、対象とする現象の因果関係の様相を恣意的に捨象

することなく解釈 したいためである。そこで、「ケース・スタディ」の方法論を用いて、スター

トアップ期から成長の初期段階までの成長過程を記述する。山本光学株式会社(以 下、「山本

光学」と言 う)を 取 り上げた。

このケースから、企業成長にかかわるいくっかの仮説が導出されたが、とりわけ注目すべき

点は、「不連続」で 「不均衡」な成長過程の局面を経験 していることである。 この点 に焦点を

当てなが ら、アンケー トによる実証研究を試みた。
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3.実 証研究

これまでの成果を踏まえ成長に必要 と指摘される項目を整理 して、アンケー ト調査を実施 し

た。 とりわけ、既存文献だけでなく本ケース分析で も示唆された 「不均衡」な状態が多 くの企

業で経験 されているのか、果たしてそれが本当に成長に貢献 しているのか、これを明 らかにす

ることがもう一っの大きな目的である。

基本的な分析枠組としては、上述 した点を分析するために、既存研究やケース分析から導出

された成長初期に必要とされるマネジメント項 目を変数として設定 した。変数項目としては、

製品、工程、組織システムの変革状況、人材、資金、技術(情 報)な どの外部資源の調達、企

業間の取引 ・提携の状況など企業側で操作可能な変数を中心に設定 している。その他に、一部

の文献では指摘されているが、経営者のインタビュー調査か ら指摘されることの多い 「信用力」

に関する項目も付け加えた3)。また、資源蓄積の脆弱な中小 ・零細企業にとっては最 も困難 な

判断が要求 される設備投資内容や、経営方針についての変数も設定 した。なお、 これ らのマネ

表 一1成 長初期段階 のマネ ジメン ト要因(1)

成長に貢献 そ の 他 t値

①革新的な生産設備の導入 1.96 2.53 一2
.78

②新 しい技術 の発見 ・導 入 1.81 2.20 一2
.01

③新しい製品に関する情報入手 2.25 2.24 0.06

④新しい経営管理技法の導入 2.70 2.95 一1
.40

⑤官公庁との取引開始 3.74 3.79 一 〇
.16

⑥官公庁以外との新規取引開始 2.42 i・ 一 〇
.24

⑦有力金融機関との取引開始 2.77 3.22 一1
.95

⑧新規の人材の活用 2.25 2.64 一2
.18*

⑨他の企業との提携 3.15 3.31 一 〇
.62

⑩経営者の社会的信用力の認知 2.29 2.59 一1
.48

⑪企業としての社会的信用力の認知 2.21 2.29 '/1

注:① 数値 は小 さいほ ど、成長 に貢献 してい ることを示す。(尺 度は次の とお りで ある。「1.非 常 に貢献」

～ 「5 .全 く貢献 していない」)

②有意水準 は次 の通 りである。***:1%水 準で有意、**:5%水 準で有意、*:10%水 準 で有意。

表 一2成 長 初期段階の マネジメ ン ト要因②

成長に貢献 そ の 他 t値

経営計画(長 ・短志 向) 2.35 2.62 一1
.39

経営計画(リ ス ク挑戦) 2.54 2.58 一 〇
.20

主要設備の品質 ・精度の能力 2.04 2.48 一2
.40

主要設備の量産能力 1.96 2.60 一3
.14***

注:① 数値 は小 さいほど、変数 内容 に対 して積極的であ ることを示 す。

②有意水準 は次 の通 りである。***:1%水 準で有意、**:5%水 準で有意、*10%水 準

で有意。

一175一



総 合 研 究 所 所 報

ジ メ ン ト項 目(変 数)が 成 長 に貢 献 して い る の か ど うか に つ い て は、 ア ンケ ー ト項 目 の 中 で 自

己評 価 を求 め て い る。 この項 目 も含 め、5段 階 尺 度 で回 答 を求 め て い る。 主 要 な結 果 だ け を示

す と、 表 一1と 表 一2の とお りで あ る。

皿.研 究結果

これらの分析から示唆される理論的 ・実践的意義は少なくないが、以下ではいくっか主なも

のについて指摘 しておく。

第一に、成長初期段階における重要なマネジメント項目としては、革新的な生産設備の導入、

新 しい技術の発見 ・導入、有力金融機関 との取引開始、新規の人材の活用が挙げられる。

第二に、主要な生産設備の導入に関 しては、精度 ・品質面や量産化面の両面において、社内

要求水準を上回る能力を有する設備を導入する方が、成長に貢献するという結果が得られたこ

とである。また、経営計画では長期的な志向を、経営方針では リスク挑戦的である方が成長に

貢献するという傾向が伺えるものの、統計的には確認できなかった。

これらの結果は、文献研究やケーススタディーから導出した主要な仮説の妥当性を実証する

ものである。その意味で、ケースで述べてきた成長過程におけるマネジメントのあり方は、一

定の普遍性を持っものとして理解できる。 しかしいくっかの仮説は実証 されなかった。以上、

いくっかの意義にっいて述べてきたが、最後に、「不均衡」な局面を経験 しそれが成長 に貢献

しているという仮説の妥当性について検討 しておく◎

結論を示すと、表一1、2の 結果から明らかなように、「成長に貢献 した」 とす るグループ

ほど革新的でまた組織能力を上回る設備を導入 している企業が多いことが明らかになった。 こ

のことは、成長初期段階においてこれらの経験が成長の原動力の一要因であることを示すと共

に、不均衡な局面が一時的にせよ、組織内に生 じていることを示唆するものである。成長の不

均衡の必要性を強調する研究 としては、上述 したもの以外に、経営学などの文献にもい くっか

明示的に指摘されている。例えば、伊丹(1984)、 加護野 ・伊丹(1989)、 野中(1990)、 中岡

編(1990)、 石井 ・石原編(1998)の 研究である。 しか し、これ らの研究では、一定規模以上

の組織を想定 して議論 されることが多く、中小規模組織の成長初期過程における 「不均衡」な

局面の経験が成長の原動力になっていることを明らかにしているわけではない。その意味で、

間接的ではあるが、これらの研究に対しても理論的に貢献 しているのかもしれない。

しか し、そのことが大企業などの組織と同じようなマネジメント手法を導入すれば良いとい

うことにはな らない。とりわけ特徴的な項目については上述したとおりである。

このマネジメント手法の違いは、固有の経営資源と中核能力が構築され一定方向への慣性力

を持っ大企業と、市場と組織の間で揺れ動きながら経営資源を蓄積しなければならない成長初

期企業といった違いが大きく関係 しているように思われる。

いずれにして も、「不均衡」な局面を経験 しながら成長 していく企業の軌跡を丹念に研究 し、

企業成長の論理を究明 していく必要がある。また同時に、企業成長の各過程に十分配慮 した支

一176一



太 田:企 業 の成長初期段階 におけるマネ ジメ ン トに関する研究

援策が求められている。

(謝辞)

本研究は、平成10年 度奈良大学研究助成を受けている。記 して感謝を申し上げたい。なお詳

細な研究成果は、上田達三監修 ・田中充 ・佐竹隆幸編著 『中小企業論の新展開』八千代出版,

2000.6の 中で発表 している。

(注)

1)当 初のテーマは 「企業の創成期 におけ る経営戦 略に関す る研究」 と していたが、研究を進め てい く過

程で、 「成長 初期段 階」 の用語 のほ うが ヨ リー般的であ ること、焦点を絞 りやす い こ とな どか ら標 記

の タイ トルに変更 した。 また、 「戦略」 に限定す るよ りもマ ネジメン ト全般 を扱 う方 が ヨ リ実 践的 で

ある ことか ら、標記 の タイ トルに変更 した。

2)財 団法人 中小企業総 合研究機構 『アメ リカ中小 企業 白書』 同友館、1999.10.30.P178。 ただ し、

同書 で も指摘 しているよ うにベ ンチ ャー企業群 の経済 に対 するよ り大 きな貢献 も認 め られ、 それ らの

役割 を否定す る ものではない。 ただ、多様 で活力 ある独立 した中小 企業 の育成発展 を企 図す るので あ

れば、一般 の中小 ・零細企業群 の成長 に も今 まで以上 に注力 する必要 のある ことを強調 しておきたい。

3)変 数 の設定内容 にっ いて他分野 の研究成果 も含 めて少 し付 け加 えてお くと、製品、工程、組 織 の変革

の識別 の重要性 はイ ノベー ション研究 か らも指 摘 されてい る。 例 えば、Utterback ,J.M.(1994)

を参照の こと。 また、外部資源の調達や企業間 の取引 ・提携 は、競争優位 のある独 自能力 を形成 す る

上 での一要因 である ことは経営戦略論 か らも指摘 される。 例えば、 グラン ト(Grant,R.M.)や ス

トーク(Stalk,G.)な どの資源ベ ース理論(Resource-BasedTheory)を 参照の こと。 また、 「信

用」な どの情報的経営資源の創造の重要性 につ いて は伊丹(1984)な ど も指摘 して いる。

(参考文献)

Greiner,L.E.,(1972)"Evolutionandrevolutionasorganizationsgrow,"

HarvardBusinessReview,vo150,No4,1972

後藤幸雄 ・西村 慶一 ・植藤正志 ・狩 俣正雄編著(1999)『 ベ ンチ ャーの戦略行動』 中央経済社

古川栄一編著(1973)『 実証分析 日本 の企業成長』 中央経済社

石井淳蔵 ・石原武政編 著(1998)『 マーケテ ィング ・イ ンタフェイ ス』 白桃書房

伊丹敬之(1984)『 新 ・経営戦略 の論理』 日本経済新 聞社

伊丹敬之 ・加護野忠男(1989)『 ゼ ミナール経営学入 門』 日本経済新 聞社

岩 田勲(1988)『 技術革新 と企業成長』,中 央経済社

金原達夫(1996)『 成長企業 の技術開発分析 一中堅 ・中小企業 の能 力形成』,文 眞堂.

清成忠男(1993)『 中小企業 ルネ ッサ ンス』,有 斐閣.

清成忠男(1996)『 ベ ンチャー ・中小企業優位 の時代』,東 洋経済新報社.

松 田修一監修(1994)『 ベ ンチャー企業の経営 と支援』 日本経済新聞社

百瀬恵夫(1985)『 日本の ベ ンチャビジネス』,千 倉書房.

中岡哲郎編(1990)『 技術形成の国際比較』筑摩書房

中村秀一郎(1964)『 中堅企業論』,東 洋経済新報社.

中村秀一郎(1990)『 新中堅企業論』,東 洋経済新報社.

中沢孝夫(1998)『 中小企業新 時代』 岩波新 書

野中郁次郎(1990)『 知識創造の経営』 日本経済新聞社

一177一



総 合 研 究 所 所 報

日本 マ ー ケ テ ィ ング協 会 関 西 支 部(1997)『 中 小 企 業 の マ ー ケ テ ィ ン グ』

太 田 一 樹(1997a)『 製 造 業 に 成 長 に 関 す る研 究 』 ㈹ 大 阪 府 技 術 協 会

太 田 一 樹(1997b)「 中小 製 造 業 の 経 営 実 態 と今 後 の 戦 略 課 題 」 『協 会 リポ ー トNo29』 ㈲ 大 阪 府 技 術 協 会

太 田 一 樹(1998)「 企 業 成 長 に 関 す る研 究 」 『奈 良 大 学 総 合 研 究 所 所 報 』(第6号)

大 滝 精 一(1997)「 成 長 の戦 略 」 大 滝 精 一 ・金 井 一 頼 ・山 田英 夫 ・岩 田智 『経 営 戦 略 』 有 斐 閣 ア ル マ

Penrose,E.T.,(1959),"TheTheoryoftheGrowthoftheFirm,"BasilBlackwe11.(松 末 玄 六 訳

『会 社 成 長 の理 論(第 二 版)』 ダ イ ヤ モ ン ド社,1980.)

清 水 龍 榮(1986)『 中堅 ・中 小 企 業 成 長 論 』 千 倉 書 房

清 水 龍 榮(1998)『 日本 型 経 営 者 と 日本 型 経 営 』 千 倉 書 房

Utterback,J.M.(1994)"MasteringtheDynamicsofInnovation"HarvardBusinessSchool

Press.(大 津 正和 ・小 川 進 監 訳 『イ ノ ベ ー シ ョ ン ・ダイ ナ ミク ス』 有 斐 閣,1998.11)

山本 光 学(1992)『 継 続 は力 な り一山 本 光 学 株 式 会社80周 年 記 念誌 』(社 史)

柳孝 一 ・山 本 孝 夫(1996)『 ベ ンチ ャー マ ネ ジ メ ン トの 変革 』,日 本 経 済 新 聞 社

Yin,R.K.,(1984)"CaseStudyResearch:DesignandMethods,"SagePub.

Yin,R.K.,(1994)"CaseStudyResearch2/e,"SagePub.(近 藤 公 彦 訳 『ケ ー ス ・ス タデ ィの 方 法』,

千 倉 書 房,1996)

㈱ 中小 企 業総 合 研 究 機 構 編 訳(1999)『 ア メ リカ 中 小 企 業 白 書(1997年 版)』 同 友 館

一178一


